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・ 米国の大規模 CO2注入試験が開始された 

・ インド石炭公社、燃料供給契約以上の石炭供給 

・ 石炭詐欺事件でインド議会が紛糾 

・ インドネシアは世界の石炭需給の伸びに対応しない 

・ 4485 件の鉱業認可に問題あり(インドネシア) 

・ 2016 年迄の石炭需給増を期待(IEA 展望) 

・ 中国天然ガスの需要と石炭 SNG 

 

 

■インド・クジャラート州の褐炭(Lignite)資源 

本年 8 月の JCOAL マガジン第 81 号でインド最大の褐炭炭鉱である南部の Neyveli 炭鉱について

紹介したが、今回別の褐炭生産地域である西部のグジャラート州を訪問したので同州の褐炭状況

について報告する。 

 

図 グジャラート州の資源 

 

 同州の褐炭を含む鉱物資源は GMDC(Gujarat Mineral Development Corporation：州の公社)が

生産、販売を行っている。主要鉱物は蛍石、ベースメタル、ボーキサイト、褐炭であり褐炭資源

量は約 27 億トンで、インド全体に占めるシェアは約 7%である。鉱物開発以外に褐炭火力発電、

風力発電、また他州ではあるが石炭開発及び発電、モザンビークでの石炭開発、シェラレオネで
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のボーキサイト開発も行っている。褐炭火力は 2x125MW でドイツ製の CFBC を導入し、電力は州

のグリッドに送電している。 

 GMDC 鉱区の褐炭埋蔵量 27 億トンでの約半分の 13 億トンが可採と評価されている。炭層厚は

平均約 10m である。炭層深度が 100m 以深は経済的な露天採掘が不可能で、5 日間で自然発火す

ることから坑内採掘も不可能であり、ロシアの技術を導入した褐炭地下ガス化を計画している。

地下ガス化は ONGC(Oil & Natural Gas Corporation)と共同で計画しており、最初のサイトは

Bharuch 地区に予定している。 

 

 現在 5 箇所の露天掘り炭鉱で合計約 1 千万トン強を生産しているが、来年は 1，2 炭鉱の新規

開発を計画している。生産は主にコントラクターが行っている。 

【既存露天採掘炭鉱】 

 東北部 Kutch 地区 2 炭鉱 

 Bhavnagar 地区   1 炭鉱 

 南部 Gujarat    2 炭鉱 

 

 【新規開発炭鉱】 

   Umarsal 炭鉱（Kutch 地区）                    埋蔵量 2,200 万トン 

Lkhpat Dhedadi 炭鉱及び石灰鉱山（Kutch 地区） 埋蔵量 5,000 万トン 

   Damlai Podal 炭鉱（Bharuch 地区）            埋蔵量 1,900 万トン 

   その他鉱区 Ghala,Surat 

  

 露天採掘はショベルとダンプトラックにより行っている。各炭鉱の概要は下表の通り。 

 

表 炭鉱の概要 

ha 百万トン 百万トン 百万トン

350

90

190

400

230

年産量

Bhavnagor 3,672 107.54 69.63 1:22

Mata No Madh 1,752 48.92 33.90 1:9.5

Panadhro 1,151 112.00 109.00 1:3

Rajipardi 384 18.08 12.50 1:15

1:9.4Tadkeshwar 964 48.90 33.90

炭鉱名
鉱区面積 地質埋蔵量 可採埋蔵量

剥土比

 

（出所：GMDC） 

剥土比が高いにもかかわらず生産が可能な理由は、炭層上盤を構成するシリカサンドや粘土が

有価物として販売できることによると推定される。 

各炭鉱の平均的な炭質を下表に示す。一部亜瀝青炭に近い炭質のものもある。 
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表 平均的な炭質 

全水分 灰分 揮発分 固定炭素 発熱量

% % % % kcal/kg

44.00 6.97 25.40 23.64 3,585

18.00 29.26 17.00 3,129

Bhavnagor

26.83 3,790

Mata No Madh 35.74

32.59 5,282

Panadhro 38.13

33.19 4,268

Rajipardi 26.76

30.49 10.20 42.35

8.11 47.74

16.55 34.83

炭質（到着ベース）

Tadkeshwar

炭鉱名

 

（出所：GMDC） 

販売炭価はコールインディアの価格をベースに設定しており、政府管理と言える。州内には民

間炭鉱も操業しているが販売は GMDC が独占している。GMDC は PSU（Public Sector Unit）であ

り、州政府の直接管理下にあり、価格決定権はあるが中央政府の指導を受ける立場にある。販売

価格は炭鉱が赤字にならないよう生産コストに一定の利潤等を加えて設定しており、電力等大規

模ユーザーと中小工業向け（セメント、鉄鋼、ソーダ灰製造、繊維等）では価格が異なる。 

価格はコスト＋利潤の基本価格に、閉山積立金、ロイヤルティ、クリーンエネルギー手当、消

費税を加えて設定し、炭質にもよるが 1,920～4,500 ルピー、日本円で 3,000 円～7,000 円（亜

瀝青炭に近い炭質のもの）である。生産コストは炭鉱によって大きく異なるが、最もコストの低

い炭鉱で 800 円～1,300 円である。 

新規鉱区開発は外資を含む民間企業にも公開されており、日本からの投資も歓迎するとのこと

で、輸出もルール上は不可能ではない。 

課題の一つは環境対策であり、開発前の環境影響評価、採掘後の跡地復旧にコストの半分を費

やすケースもある。現在の州の方針は効率・コストより環境対策を重視しており、農業保護目的

での開発制限もあり、新砿開発は容易ではない。またモンスーン期は雨量が最大 3,000mm に達す

る地域もあり、生産の阻害要因となっている。 

 
JCOAL 資源開発部 平澤 博昭 
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■地球温暖化対策税の提案 

今月 12 月 10 日閣議決定された平成 24 年度税制改正大綱によると、来年度平成 24 年度から、

昨年度税制改正で積み残しであった地球温暖化対策のための税の導入を再度、提案して実現を目

指すことになった模様である。 

 地球温暖化防止のための温室ガスの削減は、我が国のみならず地球規模の重要かつ喫緊の課題

である。この状況下、税制による地球温暖化対策を強化し、CO2 排出抑制のための諸政策を進め

る観点から平成 24 年度税制改正の実現を図るとしている。 

（１） 具体的には、全化石燃料を課税ベースとする現在の石油石炭税に、CO2 排出量に応じた

税率を上乗せする「地球温暖化対策のための課税の特例」を設ける。 

（２） 「この特例」により上乗せする税率は、原油及び石油製品については１キロリットル当

たり 760 円、ガス状炭化水素は１トン当たり 780 円、石炭は１トン当たり 670 円とする。そ

の結果、上乗せ分を合わせた石油石炭税の税率は、下記の通りとなる。 
 原油及び石油製品 ガス状炭化水素 石炭 
 （1kl 当たり） (1t 当たり) (1t 当たり) 

現行 2,040 円 1,080 円 700 円 
改正案 2,800 円 1,860 円 1,370 円 

（３） 上記の改正は、平成 24 年 10 月 1 日から実施することとし、次の通り所要の経過措置を

講じる。 
 原油及び石油製品 ガス状炭化水素 石炭 
 （1kl 当たり） (1t 当たり) (1t 当たり) 

現行 2,040 円 1,080 円 700 円 

H.24 年 10 月 1 日 2,290 円 1,340 円 920 円 

H.26 年 4 月 1 日 2,540 円 1,600 円 1,140 円 

H.28 年 4 月 1 日 2,800 円 1,860 円 1,370 円 
（４） 現行石油石炭税に係る免税・還付措置が設けられている次のアからオについては、「地

球温暖化対策のための課税の特例」により上乗せされる税率についても、免税・還付措置が

適用される。 

ア． 輸入・国産石油化学製品製造用揮発油等 

イ． 輸入特定石炭 

ウ． 沖縄発電用特定石炭 

エ． 輸入・国産農林漁業用Ａ重油 

オ． 国産石油アスファルト等 

（５） 次のアからカについては、「地球温暖化対策のための課税の特例」により上乗せされる

税率についてのみ、平成 26 年 3 月 31 日までの間、免税・還付措置を設けることとする。 

ア． 苛性ソーダ製造業において、自家発電に利用される輸入石炭 

イ． 内航運送用船舶、一定の旅客定期航路用船舶に利用される重油及び軽油 

ウ． 鉄道事業用に利用される軽油 

エ． 国内定期運送事業用航空機に積み込まれる航空機燃料 

オ． イオン交換膜法による塩製造業において、自家発電に利用される輸入石炭 
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カ． 農林漁業用に利用される軽油 

（出典；内閣府、平成 24 年度税制改正大綱、平成 23 年 12 月 10 日内閣閣議決定から） 

JCOAL 総務・企画調整部 柴田 邦彦 

 

■ExxonMobil のエネルギー見通し 

12 月 8 日、米国 Exxon Mobil は、”2012 The Outlook for Energy： A View to 2040” を公

表した。世界のエネルギー需要は、2010 年比で 2040 年に 30％増加する。経済生産は倍増し、人

口は 90 億人近くまで増加する。北米・欧州などの OECD 諸国においては経済成長と高い生活水準

を維持しながら、エネルギー消費は横這い状態であるが、非 OECD 諸国にあってはエネルギー需

要がほぼ 60％増加する。これにより、2040 年の世界の産業用エネルギー需要の 75％は非 OECD

諸国となる。中国のエネルギー需要の急増状態は今後の 20 年間で緩和されると考えられるが、

10億人以上の人口が生活水準向上を目指すため、エネルギー需要が増加することに変化はない。

電力向けエネルギー燃料需要がエネルギー需要の大きな要因である。世界のエネルギー消費の

40％以上が発電向けとなる。 

政策的な炭素燃料に対する環境負荷軽減コストの賦課などの要因により、石炭需要は 2040 年

までにピークを迎え、この期間中に史上初めて減少に向かう。再生可能エネルギーや原子力エネ

ルギーが増加していくが、石油・ガスや石炭等化石燃料は普遍的な燃料資源であることに変化は

なく、2040 年でも化石燃料は 80％を占める。天然ガスは、急激に需要が増加して、石炭需要を

超え石油に次ぐエネルギー資源となる。天然ガス需要は 2010 年と比較して 2040 年には 60％増

加する。石油・天然ガス資源供給は、在来型資源から、頁岩層からもたらされる非在来型資源が

増加していく。 

世界のエネルギー起源の CO2排出量は緩慢に増加し、2030 年頃には落ち着く。2040 年での、

非 OECD 諸国の排出量シェアは 70％に達する。石炭から天然ガスのような低炭素資源への燃料転

換が現在でも進んでいる欧米においては、CO2排出量は減少する。 

詳細は、同社サイト（http://exxonmobil.com/Corporate/default.aspx）を参照されたい。 

JCOAL 国際部 古川博文 

 

■米国の大規模 CO2注入試験が開始された 

米国の最初のミリオントン CCS デモ試験を推進している The Midwest Geological 

Sequestration Consortium(MGSC)は、このたび CO2注入を開始した。CO2は、イリノイ州 Decatur

の地下の Mt．Simon 砂岩層に永久貯留されることになっており、長期間にわたる環境的に安全で

安心な CO2地下貯留が Carbon Capture, Utilization and Storage(CCUS)技術を商業展開するた

めには必要不可欠であるとしている。この注入試験プロジェクトは気候変動対応への戦略への重

要な選択肢として、永久地下貯留を確認するために重要な一歩となる。なお、MGSC は、DOE にて

推進されている 7つの気候変動対応 Regional Partnership の 1 つである。 

「私は MGSC がこの先進デモを進めている事におめでとうを言いたい」と、イリノイ州知事は

語っている。このプロジェクトは経済面や環境の面で利益をもたらし、またイリノイ州にグリー

ンビジネスを呼び込み、同時に気候変化に責任を持って対応しているとのメッセージを与えるこ



 
JCOAL Magazine 

第 88号 
平成 23年 12月 26日 

（財）石炭エネルギーセンター〒108-0073 東京都港区三田 3-14-10 明治安田生命三田ビル 9F 

  E-mail: jcoal_magazine@jcoal.or.jp 電話 03(6400)5193  Fax 03(6400)5206       
- 6 - 

とになる。 

本プロジェクトは既に運転段階に達し、今後得られたデータを解析することによってMt．Simon

砂岩は、安全かつ効果的な CO2の貯留に必要な特性を兼ね備えている事が分かるであろう、と研

究チームの 1人は言っている。本プロジェクトは 2007 年に 9,600 万ドル（約 70 億円）をファン

ドされ、現在は今後 3年で 100 万トンの CO2を貯留することになっている。 

このプロジェクトは世界の地下貯留技術の主要なマイルストンである。4年間の努力が実り実

現出来たが、特に素晴らしいのは世界初の地下モニタリングシステムを備えた試験であることで

ある。これはイリノイ州の将来への投資であると言える。日本、豪州、中国、ノルウエー、スペ

インなどからすでに見学者が来ている。注入する CO2 は、エタノール生産を行っている近くの

Archer Daniels Midland Company から分離されたものである。分離された CO2は液体とする

ために圧縮され 7,000 フィート（約 2,100m）の深さに永久貯留される。Mt．Simons の砂岩層は

イリノイ盆地で最も厚く、また広く広がって、イリノイ州の 3 分の 2 をカバーしている。CO2の

貯留容量は 110～1,510 億トンと予測されているが、この砂岩は数層の頁岩層の下にあり、この

頁岩層がキャップロックになっている。 

Schlumberger Carbon Service 社が、貯留と大深度モニタリングに関わる設計と建設にプロジ

ェクトマネージを行った。2009 年に行った注入井のドリリングではサイトの適応性が良いこと

が確かめられ、2010 年にはモニタリング井、2011 年には、圧力井や流体のサンプリング井など

が完成した。 

出典：IEA-GHG Greenhouse News 104（Dec 2011） JCOAL 情報センター 牧野 啓二 

 

■インド石炭公社の燃料供給契約以上の石炭供給 

コルカタ、12 月 22 日：インド石炭公社(CIL)は木曜日、今月 12 月 20 日まで燃料供給契約(FSA)

で定められた量以上の石炭を発電所に供給したことを発表した。 

「FSA もしくは MOU で取り決められた発電所への石炭供給量に対する実績の具体的な割合は、

10 月が 88%、11 月が 96%、12 月(20 日まで)が 103%である」と CIL は声明文を出した。 

8 月から 10 月の石炭供給は 8月及び 9月のかつてない雨量により、89 の発電所に影響を及ぼ

した。しかしながら、翌月の石炭供給は通常時の水準に戻す事が出来た。 

出典:DECCAN Chronicle, 2011 12 23 JCOAL 事業化推進部 中野 達仁 

 

■石炭詐欺事件でインド議会が紛糾 

マンモハン・シン首相がトップの座にあった石炭省は、2006 年から 2009 年までの期間にわず

かな対価で 490.7 億トンもの石炭資源を民間企業および国有企業に提供した。石炭不足に悩む我

が国で行われたこの大盤振る舞いにより、国家財政に少なくとも 8,500 億ルピーの損失が生じた。

一部をインド会計検査院（CAG）が、残りを中央情報局（CBI）が行った調査により、シブ・ソレ

ン石炭相の辞職後に石炭資源を管轄する立場にあったマンモハン・シン首相が、企業への炭鉱分

配の実情に通じていたことが明らかになった。当時、石炭に関係する国務大臣の職にあったダサ

リ・ナラヤナ・ラオとサントシュ・バグロディアの両氏も、この 4年間に行われた炭鉱分配を監

視する立場にあった。 
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2006 年には 51 社もの企業が石炭鉱区の分配を受け、2007 年は 19 社、2008 年は 41 社、2009

年は 32 社が分配に預かった。しかしこれまでのところ、すでに生産を開始した石炭鉱区はわず

か 26 にとどまる（下表参照）。CAG と CBI は、石炭鉱区を取得した企業の多くがそれを第三者

に転売して利益を得た事例を明らかにしている。 

この石炭鉱区の分配は入札手続きを一切経ることなく行われた。石炭の市場価格がトン当たり

2,000 ルピーを超えていた時代に、採掘した石炭 1トン当たり 100 ルピーという破格の採掘権料

で炭鉱が提供されたのである。政府の主張は、国有の石炭鉱区を鉄鋼、電力、セメントの各産業

部門に属する民間企業と国有企業の両方に提供する必要があったというものである。こうした分

配契約に対し、インド人民党（BJP）とインド左派共産党（CPI(M)）は反対意見を表明し、石炭

鉱区をそこまで安価に提供すべきではない、ましてや石炭価格が世界的に上昇を続けていた時期

においてはなおさらだと主張した。 

2006～2009 年の期間、民間企業に対し 170 億トンもの石炭が破格の採掘権料で、石炭コスト

を一切賦課することなく分配された。CBI は、仮に政府が石炭を最低限の価格（政府の標準料金

表にのみ存在する価格）であるトン当たり 50 ルピーで分配してさえいれば、2006～2009 年の期

間に流通した石炭 170 億トンによって国庫は 8,500 億ルピーを得ていたはずだと述べている。石

炭の価値をトン当たり 2,500 ルピーという市場価格（石炭に提示された最高値）で計算すれば、

損失額は 42 兆 5,000 億ルピーに達する。実際のところ、民間企業は石炭をトン当たり 14,000 ル

ピー近い価格で海外から購入している。 

問題の炭鉱は 2006 年に石炭省のウェブサイトで公募されたものである。そして民間企業と国

有企業の両方に対し先着順で炭鉱が分配された。CBI と CAG によれば、石炭省は不適格な企業に

対してもそれを知りながら炭鉱を分配した。そして今、石炭省は分配した炭鉱を取り戻そうとし

始めている。 

野党の BJP と CPI(M)は、この問題を 2006 年に石炭省に問いただしている。それを受けて政府

は、1957 年鉱山鉱物法を改正することなく、これ以上の石炭鉱区譲渡は行わないと宣言した。

改正案が 2006 年に上院に提出された際、中道派は法案が両院を通過しない限り、これ以上の石

炭鉱区譲渡は行わないことに同意した。法案は上院を通過したが、下院で頓挫した。法律が成立

したのはようやく 2010 年になってからであった。しかしその間、政府は石炭鉱区の譲渡を続け

ていたのである。 

CAG と CBI の職員は India Today に対し、詐欺まがいのこの事件は 2G ライセンス事件、すな

わち企業がライセンスを取得し、それを後に高額で売却した事件に似ていると語った。しかし

2G ライセンスはその算定が概念的であったのに対し、この事件は不足している資源を最低市場

価格で分配した。バグロディア前石炭相は India Today に対し、「これを詐欺まがいと呼ぶのは

間違っている。国有炭鉱を、電力、鉄鋼、セメントの産業部門に属する企業に譲渡するという方

針に従っただけである。石炭鉱区を売却した企業については、政府はすでに制裁措置を課した。

今年、合計で 24 の石炭鉱区の分配を解除した」と語った。 

CBI と CAG は、鉱区で産出した石炭を産出地域外に移動または売却せず、産出地域内に限って

使用することをガイドラインが定めているにもかかわらず、石炭鉱区の分配を受けた企業が買い

手を募っていた事例も把握している。 
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しかし新たに石炭採掘権を取得した企業の多くは、工場も工場建設の許可も有していなかった。

要は石炭鉱区を手に入れたかったのである。さらに悪いことに、こうした企業の中にはペーパー

カンパニーもあった。CBI と CAG は、なぜ石炭省がこれらの異常を発見するための確実な制度を

持たなかったのか、調べを進めているところである。 

調査でそうした不正な企業の 1 つであるとわかったのが Prakash Industries である。同社は

マディヤ・プラデーシュ州の Ved Prakash Aggarwal が所有する 300 億ルピーの鉱業・鉄鋼大手

であり、調査によればチャッティースガル州とマディヤ・プラデーシュ州で鉱区を取得するため

石炭必要量を過大に申告する文書を偽造した上、採掘した石炭 5,000 万トンのうち 50%近くをブ

ラックマーケットに横流ししたとされている。CBI の捜査では、石炭省職員は同社の申請書類に

ついて独自に事実確認することもないばかりか、州政府から必須のデータを収集することさえな

く承認したことがわかっている。石炭鉱区の申請時、同社の会長 Ved Prakash Agarwal 氏は、鉄

鋼プラントの現存生産能力が 80 万トンに増えたために石炭鉱区が必要になったと主張していた。

マディヤ・プラデーシュ州政府がプラントの生産能力は 40 万トンすら超えていないと指摘した

時、この主張の虚偽が発覚した。CBI は、400 億ルピーの価値を持つ石炭が Prakash Industries

によって市場で売却されたと推定している。 

「これらの炭鉱は長く Prakash Industries のものであった。私は違法行為については何も聞

いていない」とチャッティースガル州首相のラマン・シン氏はIndia Todayの電話取材に答えた。

Prakash Industries の幹部は嫌疑を断固否定した。 

このような問題は Prakash Industries だけにとどまらない。CBI と CAG は悪質な規定違反の

事件を複数列挙している。 

・コルカタに本社を置く Electrosteel Castings は、アーンドラ・プラデーシュ州と西ベンガル

州にある鉄鋼プラントのためという名目で 9億 6,300 万トンの石炭鉱区の分配を受けたが、当

時の年間必要量はわずか 500 万トンであった。現在同社はその石炭をジャールカンド州にある

自社プラントに移送する許可を石炭省に求めている。鉄鋼省はこうした大規模な鉱区の譲渡に

も、それを別のプロジェクトのため移送する要求にも反対している。 

・Navbharat Power はデンカナル県で 1,050MW の発電プロジェクトを計画中にオリッサ州の炭鉱

を取得したが、その発電所と炭鉱を 20 億ルピーで Essar Power に売却した。 

・CAG は、Reliance Power がマドヤ・パラデシュ州における 4,000MW の Sasan プロジェクトから

同州内の Chitrangi プロジェクトに無断で余剰石炭を転用することを認めた件について電力

省に回答を求めている。 

・国有のインド火力発電公社（NTPC）はジャールカンド州の Pakri Barwadih 炭鉱を開発する 2,500

億ルピーの契約を、オーストラリアの鉱山会社 Thiess が率いる共同企業体と 2010 年に締結し

た。オーストラリアの鉱山会社のインド子会社である Minecs Finvest は、奇しくもサントシ

ュ・バグロディア前石炭相の兄弟である V.バグロディア氏が所有している会社である。 

BJP のビダルバ地区選出下院議員であり、石炭常任委員会のメンバーであるハンスラジ・アヒ

ール氏は、「乏しい天然資源を大盤振る舞いする政府の方針に私は何度も異を唱えたが、その声

はことごとく却下された」と主張する。BJPでは最高裁判所監視の捜査を要求することを計画し、

こうした「不正利得」に関する首相の責任を追及している。 
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第二の「詐欺まがいの事件」が発生する可能性を警戒して、石炭省はジャールカンド州、ビハ

ール州、西ベンガル州、アーンドラ・プラデーシュ州で分配した 15 の石炭鉱区について分配を

解除した。さらに石炭省は 54 の石炭鉱区で入札制度を導入することにも同意した。現状につい

て石炭省の内部メモには「最初に公共部門に属する国有企業に石炭鉱区が提供されるであろう」

と記されている。 

表 分配鉱区数と生産鉱区数の比較 
分配した年 鉱区数 土地取得 森林伐採 生産開始 政府企業に分配した

99 鉱区のうち 78 が
2005 年以降 

2003 年まで 40 25 24 24 
2004 年 4 0 1 0 
2005 年 22 3 5 2 
2006 年 52 1 5 0 
2007 年 51 0 3 0 2005 年以降に分配し

た 105 鉱区のうち 88
が入札なし 

2008 年 22 0 2 0 
2009 年 16 0 0 0 
2010 年 1 0 0 0 
合計 208 29 40 26 

 
出典:India Today 12 月（翻訳：JCOAL 資源開発部 平澤 博昭） 

 

■インドネシアは世界の石炭需給の伸びに対応しない 

IEA の 2011 年版 Coal Market Report によると世界の石炭需要は新興経済国の発電需要の急騰

を主因とし向う 5年間に日あたり 60 万トンベースで急伸見込。 

世界第 1の輸出国となっているインドネシア政府は、インドネシアとしては資源を含めた環境保

全・保護がより優先される課題と考えており、急伸する世界需要に対応する供給体制を取る考え

はない、としている。 

エネルギー・鉱物資源省鉱物資源・石炭総局タムリン総局長は当面石炭生産量自体を制限する

考えはないが石炭会社の支出計画（RKB）を通した生産管理を検討中で、実施の際は石炭会社か

ら提出される生産計画が過剰と判断されれば計画を承認しない場合もあり得る、とした。 

インドネシア政府が示している 2012 年の生産目標は 3 億 3,200 万トンだがインドネシア石炭

協会 （APBI）が前年度実績（2011 年末の積算で 3億 6,000 万トン見込）を踏まえ試算したとこ



 
JCOAL Magazine 

第 88号 
平成 23年 12月 26日 

（財）石炭エネルギーセンター〒108-0073 東京都港区三田 3-14-10 明治安田生命三田ビル 9F 

  E-mail: jcoal_magazine@jcoal.or.jp 電話 03(6400)5193  Fax 03(6400)5206       
- 10 - 

ろによると実際には 3億 8,000 万トンに上る見込みとの由。 

APBI のスプリアトナ・スハラ事務局長は業界団体としての APBI のスタンスを次のように表明

している。「政府と同様世界の石炭需要が急伸してもインドネシアが対応する供給体制を取るこ

とはなく、その増加分はインドネシア以外の産炭国 70 カ国が対応すべき。インドネシア以外の

産炭国の中にはインフラが未整備で即時の増産体制が取れない国も多いと思われる。このような

状況下でインドネシアが輸出制限を行った場合石炭価格は上昇するだろう。しかしながらそれに

より他国の石炭開発の便益が向上しこれらインフラが未整備な国々の内陸地域においても新規

のインフラ開発を行うことが可能になるとも考えられる。正直なところ世界的な需要の伸びに対

応するかどうかは文字通り政府次第。石炭会社にはよりよい収益を目指し生産拡大に対応する用

意がある。」 

The Jakarta Post, Jakarta | Thu, 12/22/2011 10:02 AM 

JCOAL 事業化推進部 山田 史子 

■4485 件の鉱業認可に問題あり 

ジャカルタ：2011 年 12 月 13 日に開催されたジャワ・ポス・グループというメディア会社と

エネルギー鉱物資源省との討論で、鉱物石炭総局のタムリン・シヒテ総局長は、「鉱業認可を発

行したほとんどの州知事・県知事・市長を刑務所行きにすべきだ」と発言した。 

 エネルギー鉱物資源省の2011年9月19日付の文書によると、発行済の鉱業認可9662件中4485

件に問題があり中でも環境影響評価の手順が満たされていないケースが多い。当初タムリン総局

長は政府としては厳しく対応する考えでそのために以下の 3つの方策を考えている、とした。そ

の 3つとは 

 

１．鉱業認可の発行権限を中央政府の管轄下に戻す。 

２．その上で地方政府による認可発効手順の遵守体制をを強化、認可発行権限を改めて地方政府

に戻す。 

３．州県知事による鉱業認可発行手順・法律違反については司法手段も辞さない。 

 

 しかし、その後タムリン総局長は前言を翻した。エネルギー鉱物資源省の役割は鉱業認可発行

手順及びその順法性を見守るのみで関係者に処罰を与えることは出来ず当然州県知事の任免権

限ももちろんないので当初考えたような厳しい対応は無理、というのがその理由。 

 12月 13日の討論においてタムリン総局長は詳しいデータを公開しなかったため地域別の状況

は明らかになっていない。ただし別の情報源によると南カリマンタン州タナ・ブンブ県では州警

察は 13 社の石炭会社に対して環境影響評価の偽造、認可発行に絡むワイロ等の調査を進めてい

る。警察によると、13 社中 8社は法律で義務付けられた環境影響評価の文書を保有しておらず、

作成もしていなかった。またそれ以外の企業もは法律に基づく環境影響評価のプロセスが遵守さ

れていなかった由。 

JCOAL 国際部 角口 俊宏/事業化推進部 山田 史子 
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■2016 年迄の石炭需給増を期待 

IEA が発表した報告書の中では、2016 年までの中国とインドからの需要拡大を予測し、今後 5

年間の石炭消費量と価格についての明るい見通しを描いている。 

「Medium-Term Coal Market Report 2011」によれば、石炭は高炭素燃料として社会からの信頼

が減っているにも拘らず、消費は今後 5年に渡って増え続けるであろうとのことだ。 

しかしながら、一日の使用量が 72 万トンまで増大すると、2000～2010 年のような急ピッチな消

費の成長は鈍化して来るだろうと IEA は予測している。 

今後エネルギーシステムの CO2削減は、この 5 年間増加する石炭需給にかかっている(石炭需

給は日平均 60 万トン増加していくと見込んでいる)。また、中国の石炭輸入量が現地生産者の方

針によっては減る可能性もあり、この報告については不確かな部分もあると IEA は述べている。 

何れにせよ、IEA は同報告書で強力な市場予測をしている。 

石炭は電気を生み出すためのエネルギー源として世界では 2 番目に重要である。このような

IEA の展望は、世界の炭鉱企業や輸出業者にとっては大変喜ばしい事であり、Glencore や Noble

などの商社は、既に資金を投入しているとのこと。 

IEA は、アジアの石炭価格が 2011 年から 2016 年までに 1トンあたり 127 ドルから 138 ドルに

上がるという予測をしている。これは、2000 年代の初め 40 ドルから 80 ドルであった石炭価格

が、2008 年には 200 ドルという最高値を更新したことに匹敵する。これは中国とインドからの

需要を満たすため奮闘努力している炭鉱企業にとって、価格上昇傾向が支援となるであろうと

IEA は述べている。 

中国は 4年前まで石炭輸出国であったが、今では日本に次ぐ世界 2番目の輸入国になった。 

しかし、石炭価格は短期間で下がることもあり、現在の欧州の景気悪化が現在の消費を減らして

いると専門家は注意を促す。 

石炭価格はアジアのベンチマーク(オーストラリアのニューキャッスル)11 月後半トンあたり 110 ドルその後

111.7 ドルでの取引きであった。 

 
Financial Times 2011 12 16 JCOAL 情報センター 岡本 法子 
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■中国天然ガスの需要と石炭 SNG 

 2010 年、中国の天然ガス生産量は約 952.1 億 m3、海外からの輸入量は約 174.8 億 m3、天然ガ

スの総消費量は約 1126.9 億 m3になった。天然ガス消費量は米国の約 1/6、ロシアの約 1/4 しか

なかったが、今後、生活レベルの上昇、低炭素社会の推進等によって、天然ガスの需要が年々増

加し、2015 年には約 2,000 億 m3、2050 年には約 8,000 億 m3にもなると予測される。表１には用

途別天然ガス消費量の 2009 年実績と 2050 年の予測値を示す。2009 年に比べて、2050 年には都

市ガスと電力への消費は大幅に増加する。 

 

表１ 用途別天然ガス消費量の実績と予測 

項目 
天然ガスの消費量 (億 m3) 

2009 年 2050 年 
都市ガス 226.23 3,000 
電力 127.91 3,000 
工業 449.98 1,500 
輸送  91.07   500 
合計 895.19 8,000 

今後の天然ガス需要増加への対応として、国内天然ガスの増産、海外からの輸入増加、新規シ

ェールガス産業の開発の他に、炭層ガスや石炭から SNG 生産も国のエネルギー政策に取り込まれ

ている。表 2は 2050 年の天然ガスの生産構成の予想である。 

表 2 2050 年の天然ガス生産の構成 
項目 2050 年、生産、輸入量（億 m3） 

国内天然ガス生産 2,500 
シェールガス生産 1,500 
CBM と石炭 SNG 1,500 
海外輸入 2,500 
合計 8,000 

 

2009 年 5 月に中国国務院は「石化産業調整と振興規劃」を配布し、中には石炭からの天然ガ

ス製造実証試験が石炭利用化学製品製造工業の五大実証事業の一つとして取り上げられている。

また、2011 年 7 月に科学技術部から配布した「国家十二次五ケ年科学と技術発展計画」の中に

も、石炭低温触媒ガス化によるメタンの製造、高温高圧のメタン合成など中核技術開発を推進す

ることが記入されている。 

天然ガスの需要と国の政策を基に、大唐国際発電公司、新紋鉱業集団、慶華集団など中国大手

エネルギー企業らが石炭利用天然ガス製造(SNG)の実証事業を展開し、内モンゴル、新疆等石炭

資源が豊富で、且つ天然ガスパイプラインがある地域にそれぞれの実証プラントを建設している。

予定として 2012-2014 年頃に実証試験が開始される。また、将来の高効率の石炭 SNG 技術開発も

視野に入れ、2009 年に北京近く廊坊にある新奥社が国の支援の元で石炭触媒ガス化の国家重点

実験室を設立し、触媒ガス化、水添ガス化等石炭ガスから直接メタン製造技術の開発を実施して

いる。 

現在、建設されている石炭 SNG 実証プラントは以下に示す。 
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・大唐国際発電股份有限公司の赤峰 40 億 m3/y 石炭 SNG、建設中、2012 年に一期工程稼働 

・大唐国際発電股份有限公司の阜新 40 億 m3/y 石炭 SNG、建設中、2013 年に一期工程稼働 

・慶華集团の伊犁 55 億 m3/y 石炭 SNG、建設中、2012 年に一期工程稼働 

・新汶鉱業集团の伊犁 20 億 m3/y 石炭 SNG、建設中、2013 年に稼働予定 

・滙能煤化工有限公司のオルドス 4億 m3/y 石炭 SNG、建設中、2013 年に稼働予定 

・中電投集团の伊犁 20 億 m3/y 石炭 SNG、建設中、2014 年に稼働予定 

 

参考文献： 

「“十二五”期間中天然ガス消費特徴及び動向」,中外能源、Vol. 16, No.2, 2011 

「中国における石炭 SNG 事業の展開検討」、化学工程、Vol.39, No.8, 2011、 他 

JCOAL 技術開発部 林 石英 

 

 

 

 

『APEC 石炭セミナー2012』のお知らせ 
 

 APEC(アジア太平洋経済協力会議)の EWG(エネルギー作業部会)の下に位置する5つの専門家会

合グループの 1 つである EGCFE(化石燃料専門家会合グループ)の主要な国際会議である APEC 石

炭セミナー(APEC Clean Fossil Energy Technical and Policy Seminar)が来年 2月下旬に豪州(ゴ

ールドコースト)で開催されます。 

 JCOAL は APEC EGCFE SECRETARIAT として本事業を支援しております。 

ご関心のある方は直接豪州のセミナー事務局までお申し込み下さい。 

 

APEC EGCFE のホームページ http://www.egcfe.ewg.apec.org/ 

プログラム・申込書 http://www.brain-c-jcoal.info/news_images/EGCFE_2nd21Dec.pdf 

 

問合せ先 

(財)石炭エネルギーセンター 

アジア太平洋コールフローセンター 

主任研究員 藤田 俊子 

TEL 03-6400-5193  FAX 03-6400-5207 

 



 
JCOAL Magazine 

第 88号 
平成 23年 12月 26日 

（財）石炭エネルギーセンター〒108-0073 東京都港区三田 3-14-10 明治安田生命三田ビル 9F 

  E-mail: jcoal_magazine@jcoal.or.jp 電話 03(6400)5193  Fax 03(6400)5206       
- 14 - 

 

 



 
JCOAL Magazine 

第 88号 
平成 23年 12月 26日 

（財）石炭エネルギーセンター〒108-0073 東京都港区三田 3-14-10 明治安田生命三田ビル 9F 

  E-mail: jcoal_magazine@jcoal.or.jp 電話 03(6400)5193  Fax 03(6400)5206       
- 15 - 

 
 



 
JCOAL Magazine 

第 88号 
平成 23年 12月 26日 

（財）石炭エネルギーセンター〒108-0073 東京都港区三田 3-14-10 明治安田生命三田ビル 9F 

  E-mail: jcoal_magazine@jcoal.or.jp 電話 03(6400)5193  Fax 03(6400)5206       
- 16 - 

 
 



 
JCOAL Magazine 

第 88号 
平成 23年 12月 26日 

（財）石炭エネルギーセンター〒108-0073 東京都港区三田 3-14-10 明治安田生命三田ビル 9F 

  E-mail: jcoal_magazine@jcoal.or.jp 電話 03(6400)5193  Fax 03(6400)5206       
- 17 - 

【API INDEX】 
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【石炭関連国際会議情報】 
 
 
 
 
Coaltrans Asia coal trading forum 
Sentosa Island, Singapore, 11/01/2012 - 12/01/2012 
Email: mirving@euromoneyplc.com 
Internet: www.coaltrans.com 
 
6th annual Central and Eastern European power conference 
Budapest, Hungary, 30/01/2012 - 31/01/2012 
Email: conf_registrations@platts.com 
Internet: www.ceepower.platts.com 
 
ACAA winter meeting 
Tampa, FL, USA, 30/01/2012 - 31/01/2012 
Email: info@acaa-usa.org 
Internet: www.acaa-usa.org 
 
South African coal exports conference 2012 
Cape Town, South Africa, 1/02/2012 - 02/02/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: www.mccloskeycoal.com/conferences  
 
12th annual Coaltrans USA 
Miami, FL, USA, 02/02/2012 - 03/02/2012 
Email: coaltrans@euromoneyplc.com 
Internet: www.coaltrans.com/usa 
 
Coal UK cnference and dinner 2012 
London, UK, 07/02/2012 - 07/02/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: www.mccloskeycoal.com/conferences 
 
Coaltrans' coal seam gas conference 
Brisbane, Qld, Australia, 07/02/2012 - 08/02/2012 
Email: coaltrans@euromoneyplc.com 
Internet: www.coaltrans.com 
 
Coal-Gen Europe 
Warsaw, Poland, 14/02/2012 - 16/02/2012 
Email: fharisah@pennwell.com  
Internet: www.coal-gen-europe.com/?Language=Engl 
 
Coal operators' conference (COAL2012) 
Wollongong, NSW, Australia, 16/02/2012 - 17/02/2012 
Email: petervrahas@eventico.com.au 
Internet: www.coalconference.net.au 
 
APEC clean fossil energy technical and policy seminar: cleaner fossil energy securing a cleaner 
energy future 
Gold Coast, Qld., Australia, 22/02/2012 - 24/02/2012 
Email: meetings@tmm.com.au 
Internet: www.tmm.com.au 
 
6th annual European carbon capture and storage 
London, UK, 27/02/2012 - 28/02/2012 
Email: conf_registrations@platts.com 
Internet: www.carboncapturestorage.platts.com 
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7th annual coal-to-liquids/coal gasification conference 
Brisbane, Qld., Australia, 28/02/2012 - 29/02/2012 
Email: info@informa.com.au 
Internet: www.informa.com.au/ctl 
 
Maintenance in power plants 2012 with technical exhibition 
Ulm, Germany, 29/02/2012 - 01/03/2012 
Email: Heinrich.Grimmelt@vgb.org 
Internet: www.vgb.org 
 
2nd Coaltrans Switzerland - coal pricing and trading in Europe 
Geneva, Switzerland, 01/03/2012 - 02/03/2012 
Email: coaltransproduction@euromoneyplc.com 
Internet: www.coaltrans.com 
 
Coal investment summit 2012 
Sydney, NSW, Australia, 05/03/2012 - 06/03/2012 
Email: info@informa.com.au 
Internet: www.informa.com.au 
 
Russia power 2012 conference and exhibition 
Moscow, Russia, 05/03/2012 - 07/03/2012 
Email: emilyp@pennwell.com 
Internet: www.russia-power.org 
 
Conference and exhibition on practical solutions to power industry challenges 
Moscow, Russia, 05/03/2012 - 07/03/2012 
Email: emilyp@pennwell.com 
Internet: www.russia-power.org 
 
11th Coaltrans India 
New Delhi, India, 13/03/2012 - 14/03/2012 
Email: coaltrans@euromoneyplc.com 
Internet: www.coaltrans.com/india 
 
American Coal Council spring coal forum 
Tampa, FL, USA, 13/03/2012 - 15/03/2012 
Email: info@americancoalcouncil.org  
Internet: www.accevents.org 
 
Coal conference of the Americas 2012 
Cartagena, Colombia, 14/03/2012 - 15/03/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: www.mccloskeycoal.com/conferences  
 
Coal conference of the Americas 2012 
Cartagena, Colombia, 14/03/2012 - 15/03/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: www.mccloskeycoal.com/conferences  
 
20th annual coal properties & investment conference 
Ft. Lauderdale, FL, USA, 15/03/2012 - 16/03/2012 
Email: ron_berg@platts.com 

Internet: www.platts.com/ConferenceDetail/2012/pc210/index 
 
Mining Victoria conference 
Ballarat, Vic., Australia, 21/03/2012 - 22/03/2012 
Email: info@informa.com.au 
Internet: www.informa.com.au/conferences/mining/operations/mining-victoria 
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2nd international workshop on cofiring biomass with coal 
Copenhagen, Denmark, 27/03/2012 - 28/03/2012 
Email: Debo.Adams@iea-coal.org 
Internet: www.iea-coal.org.uk 
 
8th annual clean coal forum 
Beijing, China, 29/03/2012 - 30/03/2012 
Email: cleancoal@cdmc.org.cn 
Internet: www.cdmc.org.cn/cleancoal 
 
McCloskey Mongolian coal and energy conference 2012 
Ulaanbaatar, Mongolia, 29/03/2012 - 30/03/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: conf.mccloskeycoal.com 
 
Ad Hoc Group of Experts on coal mine methane 
Geneva, Switzerland, 11/04/2012 - 12/04/2012 
Email: info.ece@unece.org 
Internet: www.unece.org 
 
2nd international symposium on the sustainable use of low rank coal 
Melbourne, Vic, Australia, 16/04/2012 - 18/04/2012 
Email: Symposium.2012@dpi.vic.gov.au 
Internet: www.dpi.vic.gov.au/energy/science-and-research/etis/events 
 
McCloskey Turkish coal imports conference 2012 
Istanbul, Turkey, 17/04/2012 - 18/04/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: conf.mccloskeycoal.com 
 
Workshop on upgrading and efficiency improvement in coal-fired power plants 
Melbourne, Vic, Australia, 19/04/2012 - 20/04/2012 
Email: Geoff.Morrison@iea-coal.org 
Internet: www.iea-coal.org.uk 
 
Power-Gen India & Central Asia 2012 
New Delhi, India, 19/04/2012 - 21/04/2012 
Email: samantham@pennwell.com 
Internet: www.power-genindia.com/index.html 
 
3rd annual European power generation 
Amsterdam, Netherlands, 26/04/2012 - 27/04/2012 
Email: stacey_knox@platts.com 
Internet: www.platts.com/ConferenceDetail/2012/pc291/index 
 
International coal prep 2012 conference and exhibition 
Lexington, KY, USA, 30/04/2012 - 03/05/2012 
Email: cristina.cotto@penton.com 
Internet: www.coalprepshow.com 
 
VGB KELI conference 2012 with technical exhibition 
Berlin, Germany, 08/05/2012 - 10/05/2012 
Email: ulrike.kuenstler@vgb.org 
Internet: www.vgb.org/en/keli_2012_e.html 
 
14th annual electric power conference and exhibition 
Baltimore, MD, USA, 15/05/2012 - 17/05/2012 
Email: electricpower@tradefairgroup.com 
Internet: www.electricpowerexpo.com 
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VGB conference on steam turbines and operation of steam turbines 2012 with technical exhibition 
Hamburg, Germany, 15/05/2012 - 16/05/2012 
Email: diana.ringhoff@vgb.org 
Internet: www.vgb.org/en/dt_2012.html 
 
McCloskey European coal outlook conference 2012 
Nice, France, 15/05/2012 - 16/05/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: conf.mccloskeycoal.com 
 
UNECE Group of Experts on cleaner electricity production from coal and other fossil fuels 
Geneva, Switzerland, 15/05/2012 - 16/05/2012 
Email: sead.vilogorac@unece.org 
Internet: www.unece.org 
 
5th International Freiberg Conference on IGCC & XtL Technologies 
Leipzig, Germany, 21-24 May, 2012 
Email: info@gasification-freiberg.org 
Internet: http://www.gasification-freiberg.org/ 
 
Power-Gen Europe 2012 
Cologne, Germany, 12/06/2012 - 14/06/2012 
Email: emilyp@pennwell.com 
Internet: www.powergeneurope.com 
 
2013 Longwall USA exhibition and conference 
Pittsburgh, PA, USA, 11/06/2013 - 13/06/2013 
Email: tholzer@mining-media.com 
Internet: www.mining-media.com/index.php/events/longwall.html 
 
Power-Gen Europe 2012 
Cologne, Germany, 12/06/2012 - 14/06/2012 
Email: emilyp@pennwell.com 
Internet: www.powergeneurope.com 
 
McCloskey coal USA conference 2012 
New York, NY, USA, 21/06/2012 - 22/06/2012 
Email: susie.hansford@mccloskeycoal.com 
Internet: conf.mccloskeycoal.com 
 
10th international conference on cycle chemistry in fossil and combined cycle plants with heat 
recovery steam generators 
Seattle, WA, USA, 26/06/2012 - 28/06/2012 
Email: tjackman@specialdevents.com 
Internet: www.epri.com 
 
34th international symposium on combustion 
Warsaw, Poland, 29/07/2012 - 03/08/2012 
Email: combustion2012@itc.pw.edu.pl 
Internet: www.combustion 2012.itc.pw.edu.pl 
 
Coal-Gen conference 
Louisville, KY, USA, 15/08/2012 - 17/08/2012 
Email: jenniferl@pennwell.com 
Internet: www.coal-gen.com 
 
Coal-Gen conference 
Louisville, KY, USA, 15/08/2012 - 17/08/2012 
Email: jenniferl@pennwell.com 
Internet: www.coal-gen.com 
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McCloskey China coal import and export forum & Asia-Pacific coal summit 2012 
Beijing, China, 04/09/2012 - 05/09/2012 
Email: emea_marketing@ihs.com 
Internet: conf.mccloskeycoal.com 
 
9th European conference on coal research and its applications: ECCRIA 2012 
Nottingham, UK, 10/09/2012 - 12/09/2012 
Internet: 9.eccria.org 
 
McCloskey Indian coal markets conference 2012 
New Delhi, India, 25/09/2012 - 26/09/2012 
Email: emea_marketing@ihs.com 
Internet: conf.mccloskeycoal.com 
 
Power-gen Asia conference and exhibition 
Bangkok, Thailand, 03/10/2012 - 05/10/2012 
Email: paperspga@pennwell.com 
Internet: www.powergenasia.com 
 
Power plants 2012 conference and exhibition 
Mannheim, Germany, 10/10/2012 - 12/10/2012 
Email: marthe.molz@vgb.org 
Internet: www.vgb.org/en/hv_2012.html 
 
Power-gen Africa conference and exibition 
Johannesburg, South Africa, 06/11/2012 - 08/11/2012 
Email: SamanthaM@pennwell.com 
Internet: www.powergenafrica.com 
 
Ad Hoc Group of Experts on coal mine methane 
Geneva, Switzerland, 19/11/2012 - 20/11/2012 
Email: clean.electricity@unece.org  
Internet: www.unece.org 
 
Ad Hoc Group of Experts on cleaner electricity production from coal and other fossil fuels 
Geneva, Switzerland, 27/11/2012 - 28/11/2012 
Email: sead.vilogorac@unece.org 
Internet: www.unece.org 
 
2013 Longwall USA exhibition and conference 
Pittsburgh, PA, USA, 11/06/2013 - 13/06/2013 
Email: tholzer@mining-media.com 
Internet: www.mining-media.com/index.php/events/longwall.html 
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※編集者から※ 

 

 

メールマガジン第 88 号の発行と今後の予定について 

 

先週月曜日、海外から北朝鮮から金正日総書記の急逝のニュースが飛び込んでまいりました。

来年早々国際関係がまた慌ただしくなるのでしょうか。この年末年始は節電に心掛けながらも家

族で穏やかに過ごしたいものです。 

本年最後のメールマガジンとなります。本号では、米国、中国、インド等の海外情報、JCOAL

からのお知らせ等、多岐にわたる情報を掲載しております。石炭のみならずエネルギー全体を取

り巻く環境が変化しているなかで、情報の受発信の重要性が増しています。今後も石炭を中心に

上下流両方面から情報収集していきたいと思います。 

 

JCOAL では、石炭関連の最新情報を受発信していくこととしておりますが、情報内容をより充

実させるため、皆様からのご意見、ご要望及び情報提供をお待ちしております。 

次の JCOAL マガジン（89 号）は、2012 年 1 月中旬の発行を予定しております。 

（編集子） 

 

 

 

 

本号に掲載した記事内容は執筆者の個人見解に基づき編集したものであり JCOAL の組織見解を示

すものではありません。 

また、掲載した情報の正確性の確認と採否については皆様の責任と判断でお願いします。情報利用

により不利益を被る事態が生じたとしても JCOAL ではその責任を負いません。 

 

お問い合わせ並びに情報提供・プレスリリースは jcoal_magazine@jcoal.or.jpにお願いします。 

登録名、宛先変更や配信停止の場合も、 jcoal_magazine@jcoal.or.jp 宛ご連絡いただきますようお

願いします。 

 

JCOAL メールマガジンのバックナンバーは、JCOAL ホームページにてご覧頂けます。 

http://www.jcoal.or.jp/publication/jcoalmagazine/jcoalmagazine.html 


